
                                       基礎情報 

 
 

 
 

１ 

図 0－1－1a 3） 年齢（3 区分）別人口割合の推移 
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０．基礎的な情報 
 

0－1 本研究の背景 
近年、先進諸国では、都市への人口集中や都心部の地価高騰等を背景とする建築の高層化が進

み、今後も高層集合住宅が増加していくことが予想されている。また、先進国が直面している社

会の高齢化はとどまるところを知らず、とりわけ日本においては、少子高齢化の進展スピードが

極めて速く、高齢社会に対応した社会の仕組みを早急に構築することが求められている。 

 

0－1－1 社会の高齢化 
 社会の高齢化とは、人口構造が高齢化する

ことで、指標としては総人口に占める高齢人

口（65 歳以上）の比率が高まっていくことを

いう。一般的に、高齢化している社会はその

高齢化率（65 歳以上の人口が総人口に占める

割合）によって区分・呼称される。高齢化社

会（aging society）とは、高齢化率 7%～14%

で、高齢者の占める比率が大きくなりつつあ

る社会である。高齢化が進んだ結果として、

老年人口比率が高い水準で安定したとき（高

齢化率 14%～21%）高齢社会（aged society）

となる。高齢化率が 21%を超えると超高齢

社会となり、4 人に１人が高齢者となる。 

 
＊ 日本は昭和 45 年に高齢化社会に、平成 6 年の時点で高齢社会となった。平成 22 年には超高

齢社会となる見込みである（図０－1－1a）3）。 

 
＊ 高齢すなわち老年期は、およそ平均的な意味で以下の４つの理由によって、満 65 歳以降とさ

れている。 

① 現在 60歳定年の制度が広く行われているが、多くの調査によればその後の就労意欲は高く、

再就職などを経て実質的に勤労活動から引退するのは、少なくとも 65 歳以上が妥当と考え

られる。 

② 労働力への参加を示す労働率はわが国では欧米に比べて際立って大きく、60～64 歳で、男

性 76.1％、女性 36.9%と高い水準を示すが、65 歳以上ではそれぞれ 39.4％、14.9％と明ら
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図 0－1－1b 1） 

主要国の老年(65 歳以上) 

人口割合の推移と予測 

かに低下する。 

③ 社会的規範として「老人福祉法」や「国民年金法」で対象とされている高齢者の年齢が 65
歳である。 

④ 前述の国連の老齢の定義 65 歳である。 

 

 以上をふまえた上で、74 歳までを老年前期（young old）、75 歳から後を老年後期（old old）

の時代として 2 段階に区分するのが一般的とされている。 

 
＊ 高齢者の比率が大きいことには質と量の二重の意味がある。まず総人口に対して 1960 年頃

まではほぼ５%の横ばいだったのが、現在は約２倍の 10%を超え、以降急激な上昇が続いて 30

年後には欧米の諸国を抜いて 20％に達することが予測されている（図０－1－1b）1）。 

 

 
 

＊ さらに注目しなければならないことは、生活水準の上昇や医療の発達によって、加齢に基づ

く全般的な多少の衰えはあっても健康状態は良好で、一般のより若い健常な人たちに伍して、

ほぼ通常の社会生活を営むことができる高齢者の比率も同時にそれ以上に上昇していることで

ある(図０－1－1c・d) 1）。 

このような状況が進んでいる現在、一般の都市や建築の空間において高齢者がマイナーな存

在ではなく、建築計画の前提として環境工学が対象としている平均的身体諸特性と、それに対

する環境の影響を評価する諸値についても再建等を行うことが必要である。1） 
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図 0－1－1c 1） 

 男女年齢階級別に見た 

普段の健康状態別 

高齢者の割合(％) 1988 年 

図 0－1－1d 1） 

55 歳以上の健康意識別 

世帯人員数の割合 
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図 0－1－2 4） 世帯の種類別高齢人口の構成比  

 

 

 
0－1－2 高齢者のみ世帯 
 一般にわが国は、欧米に比べ、子供との

居住率が高いと言われているが、子どもと

の同居世帯は 1975 年で約 7 割であったの

が次第に減少し、現在では約半数になって

おり、2010 年では約 4 割になると推測され

ている。逆に、夫婦のみ、あるいは単独世

帯の高齢者のみ世帯が増加しており、今後

もこの傾向が続くと予測されている。 

（図 0－1－2）4） 

 

0－1－3 高層化する住宅、高層集合住宅の意義 2） 

一般に高層集合住宅というと、およそ 6 階建て以上のエレベーター付のものとされているが、

本研究では、主として高さ 31ｍ以上のものを対象とすることにする。また、超高層住宅について

は、建築基準法に従い 60ｍ以上のものとする。 

都市への人口集中、都市の大規模化に伴い、特に高層・超高層集合住宅の計画の意義は高まっ

ている。一般に高い地価の土地に、敷地面積に対してより多い住戸数、高い容積率が求められ、

それに対する有効な対応手段として高層化が採用される。 
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